
健全化判断比率及び資金不足比率について 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が平成 21 年 4 月 1 日から本格施行されたことにより、全国

の都道府県や市町村は毎年、前年度決算において、財政の健全性に関する比率をその算定資料とともに監

査委員の審査に付した上で、議会に①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負

担比率（以下「健全化判断比率」という。）と⑤資金不足比率の 5 つの比率を報告し、かつ公表することと

なりました。 

これは、財政の健全性に関する比率を公表し、その比率に応じて「財政の早期健全化及び財政の再生」

並びに「公営企業の経営の健全化」の計画を策定することにより、財政の健全化を図ることを目的とされ

たものです。 

なお、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上になった場合には 

自主的な改善による「財政健全化計画」を、財政再生基準以上となった場合 

には、国の関与を伴う「財政再生計画」を議会の議決を経て策定することが 

義務付けられました。 

また、公営企業会計ごとの資金不足比率についても、経営健全化基準以上 

となった場合には、自主的な改善による「経営健全化計画」を議会の議決を 

経て策定することが義務付けられました。 

 

  １．健全化判断比率及び資金不足比率の対象会計 

特別会計

国民健康保険特別会計（事業勘定）

国民健康保険特別会計（診療施設勘定）

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

水道事業会計

下水道施設事業特別会計

農業集落排水処理事業特別会計

個別排水処理事業特別会計

簡易水道等事業特別会計

工業団地造成事業特別会計

商業団地造成事業特別会計

住宅団地造成事業特別会計
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喜多方地方広域市町村圏組合、福島県市町村総合事
務組合、福島県後期高齢者医療広域連合



  ２．平成 27 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率        （単位：％） 

健全化判断比率 平成 27 年度 平成 26 年度 比率増減 早期健全化基準 財政再生基準 

①実質赤字比率 － － － 15.0％ 20.0％ 

②連結実質赤字比率 － － － 20.0％ 30.0％ 

③実質公債費比率 11.4％ 12.4％ ▲1.0％ 25.0％ 35.0％ 

④将来負担比率 84.7％ 87.0％ ▲2.3％ 350.0％  

⑤資金不足比率 平成 27 年度 平成 26 年度 比率増減 経 営 健 全 化 基 準 

 水道事業会計 － － － 

20.0％ 

下水道施設事業特別会計 － － － 

農業集落排水処理事業特別会計 － － － 

個別排水処理事業特別会計 － － － 

簡易水道等事業特別会計 － － － 

工業団地造成事業特別会計 － － － 

商業団地造成事業特別会計 － － － 

住宅団地造成事業特別会計 － － － 

 ※①及び②は、実質赤字額がないため「－」で表示しています。 

 ※⑤は、資金不足額がないため「－」で表示しています。 

 

      ① 実質赤字比率 

    一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模（地方公共団体の標準的な一般財源の収入額）に 

     対する比率 

            

  （算式）  

   

      

〔本町算定〕実質赤字はありません（－％） 

    

    

② 連結実質赤字比率 

   全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率 

                               

  （算式）  

   

       

〔本町算定〕実質赤字はありません（－％） 

一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

連結（一般会計等＋公営企業会計）実質赤字額 

標準財政規模 



  ③ 実質公債費比率 

       一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金（公営企業会計に対する一般会計からの繰出金 

  のうち元利償還金に充てたもの）の標準財政規模に対する比率（平成 25～27 年度の 3 ヶ年平均） 

  

  （算式）  

   

      

〔本町算定〕11.4％（対前年▲1.0％）となり、早期健全化基準 25％を下回っています。 

   

※元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

        ⇒ 元利償還金に対して普通交付税で交付措置されるもの 

 

④ 将来負担比率 

  公営企業、出資法人等を含めた一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の 

   標準財政規模に対する比率 

  

  （算式）  

   

      

〔本町算定〕84.7％（対前年▲2.3％）となり、早期健全化基準 350％を下回っています。 

 

≪将来負担額≫                               （単位：千円、％） 

 

地方債の元利償還金＋準元利償還金 

 －（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

将来負担額－充当可能財源等 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

項   目 
平成 27 年度 

将来負担額 

平成 26 年度 

将来負担額 
比率増減 備   考 

地方債現在高 7,233,856 7,167,967 0.9 一般会計等の地方債の年度末現在高 

債務負担行為に基づく支

出予定額 
17,317 23,812 ▲27.3 借入金の返済に相当するもの 

公営企業債等繰入見込額 2,935,145 3,092,803 ▲5.1 
公営企業会計の地方債償還に係る一般

会計からの繰入見込額 

組合等負担等見込額 69,177 46,863 47.6 
一部事務組合等が起こした地方債償還

に係る負担等見込額 

退職手当負担見込額 992,306 1,059,822 ▲6.4 
対象職員全員が、各年度末に自己都合に

より退職した場合の退職手当見込額 

設立法人の負債額等負担

見込額 
－ － － ＊負担見込なし 

 

喜多方地方土地開発

公社 
－  － 保証債務がある場合の負担見込額 

㈱西会津町振興公社 －  － 損失補償がある場合の負担見込額 

合    計 11,247,801 11,391,267 ▲1.3  



≪充当可能財源等≫                             （単位：千円、％） 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 資金不足比率 

    公営企業会計ごとの資金不足額の事業規模に対する比率 

  

  （算式）  

   

      

〔本町算定〕該当する公営企業会計において資金不足はありません（－％） 

 

 

 

公表結果にあたって 

西会津町の平成 27 年度決算における「健全化判断比率」及び公営企業会計の「資金不足比率」は、いず

れも国が定める基準（「早期健全化基準」、「経営健全化基準」）を下回っています。 

 平成 26 年度決算と比較しても実質公債費比率は▲1.0％、将来負担比率においては▲2.3％となり、数値は

改善されました。 

その要因は、地方債の発行に関して返済金の範囲内で借入れ 

を行うとともに、交付税に算入される有利な地方債以外は極力 

抑えるなどの方策を行ってきたからです。 

しかしながら、自主財源である町税等や歳入の約半分を占め 

る地方交付税の今後の動向などにより、未だ財政状況は厳しい 

状況にあることから、今後も引き続き、計画的な地方債の借入 

れや、交付税措置の高い地方債の借入れの選別などによる将来 

負担の抑制、自主財源の確保や事務事業の整理合理化などを積 

極的に取り組むとともに、中・長期的視点にたった財政の健全 

化に努めてまいります。 

項   目 
平成 27 年度

充当可能額 

平成 26 年度

充当可能額 
比率増減 備   考 

充当可能基金額 1,991,397 1,848,830 7.7 
地方債の償還額等に充当可能な基金の

歳入見込額 

充当可能特定歳入額 44,098 52,320 ▲15.7 
地方債の償還財源に充てることができ

る特定の歳入見込額 

基準財政需要額算入見込

額 
6,712,540 6,991,083 ▲4.0 

地方債現在高に係る今後の普通地方交

付税算入見込額 

合    計 8,748,035 8,892,233 ▲1.6  

資金の不足額 

事業の規模 


